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１．原子力の基礎・基盤研究と人材育成
に関する動向
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文部科学省における原子力関係予算の推移
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その他の収入特別会計一般会計 年度末人員（常勤職員数（任期付除く））
（億円） （人）

平成１７年１０月１日
日本原子力研究開発機構発足
平成１７年１０月１日

日本原子力研究開発機構発足

発足時は4386人発足時は4386人

（年度）
特殊法人等整理合理化計画
（H13.12.19）により二法人統合決定

旧二法人と原子力機構の人員・予算の推移

3922
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安全研究安全研究

基基 礎・基礎・基 盤盤 研研 究究

先端原子力科学研究先端原子力科学研究

長期的エネルギー安全保障、地球環境問題の解決長期的エネルギー安全保障、地球環境問題の解決 国際競争力のある科学技術を生み出す基盤国際競争力のある科学技術を生み出す基盤

核不拡散技術開発核不拡散技術開発

量子ビームテクノロジー

核燃料サイクル

ITER計画ITER計画

核融合研究開発

廃止措置、放射性廃棄物処理・処分

高速増殖炉サイクル技術

○平成１７年１０月、日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構の２法人が統合し発足。
○原子力基本法に位置付けられた唯一の開発機関として、基礎から応用まで総合的に原子力に関する研究、開発、利用の取組
を実施。

○平成１７年１０月、日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構の２法人が統合し発足。
○原子力基本法に位置付けられた唯一の開発機関として、基礎から応用まで総合的に原子力に関する研究、開発、利用の取組
を実施。

発電しながら消費した燃料以上の燃料を生産することの可能な高速増殖
炉サイクル技術に関する研究開発を実施。

深地層の科学的研究、地層処分技術の信頼性の向上と安全評価手
法の高度化に向けた研究開発を着実に実施。

人類究極のエネルギーである核融合エネルギーの
実現を目指して、地上に太陽を実現させるべく国際
協力を中心に、研究開発を推進。

世界最大強度のビームを発生させる大強度陽子加速器
施設（ＪｰＰＡＲＣ）等を用いた、幅広い分野における基礎
から産業応用に向けた研究を推進。幌延幌延

もんじゅもんじゅ

J-PARCJ-PARC
瑞浪瑞浪

東京電力福島第一原子力発電所事故への対応東京電力福島第一原子力発電所事故への対応

除染・事故収束に向けた技術開発等 機構全体として人材・研究施設を最大限に活用し、総力をあげた取組を展開。

（参考）日本原子力研究開発機構について

安全と基盤を支える人材育成安全と基盤を支える人材育成

大学等との連携大学等との連携 アジア諸国等の原子力人材育成国際研修アジア諸国等の原子力人材育成国際研修

原子力基礎工学研究原子力基礎工学研究

国家資格等に関する国内研修国家資格等に関する国内研修

73億円 （新規）

300億円
（402億円）

109億円 （141億円）

49億円 （65億円）
231億円 （289億円）

56億円 （73億円）

２億円 （２億円）

平成24年度予 算 額 ： 1,607億円
平成23年度当初予算額 ： 1,740億円

軽水炉サイクル技術 44億円 （50億円）

職員数 4,632人（常勤職員（任期付き職員714人を含む）／平成24年4月１日現在）
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（参考）原子力機構の組織概略図

（事業推進部門）

理 事 長

副理事長

理事(7名)

監事
(2名)

（研究開発部門）

（運営管理部門）

（研究開発拠点）

※常勤職員数（任期制を含む）
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平成24年4月1日現在
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原子力関係人材育成原子力関係人材育成 ～原子力関係学科の推移～～原子力関係学科の推移～

（1984年度）

大学：10学科

大学院：11専攻

（2004年度）

大学：1学科

大学院：4専攻

（2012年度）

大学：3学科

大学院：8専攻

【最近の状況】

◆東京大学：原子力専攻・原子力国際専攻の設置（2005年度）

◆福井大学：国際原子力工学研究所の設置（2009年度）

◆早稲田大学＋東京都市大学：共同原子力専攻の設置（2010年度）

◆東海大学：原子力工学科の設置（2010年度）

◆長岡技術科学大学：原子力システム安全工学専攻の設置（2012年度） など

※「原子」という単語を持つ学科・専攻数を計上。

○２００４年度頃までは減少傾向が続いたが、近年では、原子力ルネサンスによるニーズの増加など、

原子力の重要性が再認識され、原子力関係学科が増加。
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原子力関係人材育成原子力関係人材育成～原子力関係学科の入学定員数の推移～～原子力関係学科の入学定員数の推移～
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○入学定員数も大学・大学院における原子力関係学科の増加に伴い、２００４年度以降増加。
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原子力関係学科等の学生動向調査（１）原子力関係学科等の学生動向調査（１）

○応募者数は、学部で約１割減。トータルでも約１割減。なお、応募者が半減した大学もあった。

○応募倍率は、学部で約２割減。トータルでも約２割減。なお、定員割れの大学も増加した。

図．応募者数
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図．応募倍率（応募者数/定員）
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原子力関係学科等の学生動向調査（２）原子力関係学科等の学生動向調査（２）

○合格倍率は、学部で約１割強減。トータルでは約１割弱減。

○辞退者数割合は、学部で約２割強増。トータルでは約２割弱増。

○全体として、原発事故の影響は、修士・博士課程の学生より、学部生への影響が大きい。

○今夏に示される原子力政策の方向性が直接影響する来年度の動向を引き続き注視していく必要がある。

図．合格倍率（応募者数/合格者数）
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図．辞退者数割合（（合格者ｰ入学者）/合格者）
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○２２年度卒業生のデータまでしかないため、引き続き、継続的な調査・フォローが必要。

出典：原子力人材育成ネットワーク調べ
※国内５大学のアンケート調査の結果より。

（注）各年度の数字は、その年度に就職した方の数字（前年度の卒業生）
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高専本科学生の原子力関連企業への就職状況高専本科学生の原子力関連企業への就職状況

○平成１９年度より、原子力人材育成プログラムで高専各校での原子力教育を支援。

○平成２２年度より、国際原子力人材育成イニシアティブで多数の高専が連携した原子力教育（Ｈ２４年度

は３３高専が参画）を支援。

○原子力関連企業への就職率は、現在約１２％。２３年度以降も、継続的な調査・フォローが必要。
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出典：高専機構本部調べ
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原子力機構の常勤職員採用実績原子力機構の常勤職員採用実績

出典：ＪＡＥＡ調べ

○２４年度の定年制の採用者数は、概ね前年度並を予定。
○２４年度の任期制の採用者数は、４月１日現在の人数であり年度末時点での最終的な採用者数は未定。
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（注1）新卒採用と中途採用の合計を記載
(注2）24年度の研究職（任期制）人数は、4月1日現在の人数を記載
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原子力機構の年齢構成原子力機構の年齢構成

出典：ＪＡＥＡ調べ※※施設の建設、運転、放射線管理、技術開発を行う専門職

○年齢層は徐々に高くなっており、現在平均年齢約４４歳。特に、技術系職員の高年齢化が進んでいる。
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原子力関係企業の分野別採用者数原子力関係企業の分野別採用者数

出典：日本原子力産業協会調べ（注）2012年度は、4月時点の原子力部門配属数・配属予定数を記載。

図．電気事業者の採用状況
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図．メーカ（6社）の採用状況

0

50

100

150

200

250

300

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

年度

人

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

その他

化学・材料

機械

電気

原子力分野

原子力専攻比率

○原子力事業は、総合的な工学技術の集まりであることから、原子力関係企業は、原子力関係学科の卒業
者(約２割)の他、電気・機械系の卒業者からも多数採用。
○現在、電気事業者で約２２０名、メーカで約１３０名を採用。

＊原子力専攻比率：
原子力専攻採用者数/全採用者数
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電気事業者の年齢構成電気事業者の年齢構成

出典：日本原子力産業協会調べ

調査対象：北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、
北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、
日本原子力発電、電源開発の11社（2012年現在）
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○近年の新規採用者数の増加に伴い、若手の割合も徐々に増加。




